
(単位：千円)

事　業　名 関係局部 事　業　内　容
予算額

（うち県費）

19,000
(6,262)

県立広島大学における学術交流協定による相互交流促進

・四川大学　　・四川農業大学

・キングモンクット工科大学トンブリ校

・ノルトライン＝ヴェストファーレン州カトリック大学

・ソウル市立大学校　　・西安交通大学

・ミドルセックス大学　　・ハワイ大学ヒロ校

・アンダラス大学　　・シェフィールド大学　　・カセサート大学

・西南交通大学　　・東フィンランド大学　・コンケーン大学

・上海対外経貿大学（旧：上海対外貿易学院）・世新大学

・ハワイ大学マノア校アウトリーチカレッジ　・成都大学

・ジュンブル大学　　・ランガラ大学

・インドネシア教育大学　　・アルスター大学

・ノンラム大学　・ジェッソール科学技術大学　・マレーシアイスラム科学大学

・長安大学　・キャンベラ大学

-

（配分項目）

73,685
(59,142)

17,344
(16,570)

 教育上特別の配慮を要する
 生徒への特別指導

教育委員会

帰国・外国人児童生徒の受入体制整備
・留学生・帰国生徒等への日本語指導　　15人（常勤）
・日本人学校派遣　　9人（常勤）
・日本語指導学級　　16人役（非常勤）

（定数措置）

87,428
(87,428)

5,616
(5,616)

203,073
(175,018)

13,463
(0)

7,985
(4,115)

31,919
(31,919)

25,937
(25,937)

19,000
(0)

664
(664)

98,968
(62,635)

302,041
(237,653)

 警察職員の語学研修 警察本部 北京語研修 （27名，15回）

小　　　　　計

合　　　　　計

 留学生受入・定着倍増促進事業 地域政策局
県内の大学，経済・国際交流団体，行政等で構成する「広島県留学生活躍支援センター」に対
する参画・支援を行い，留学生の受入から定着までの総合的な支援等を実施。また，留学生の
積極的な獲得のため，留学生を核とした大学グローバル化推進事業を実施。

 (一財)自治体国際化協会との連携 地域政策局 (一財)自治体国際化協会への負担金拠出等

 国際関係機関派遣 総務局
(一財)自治体国際化協会パリ事務所派遣　１名
国連訓練調査研究所(ユニタール)広島事務所派遣　１名

（公財）ひろしま国際センター
 支援事業

地域政策局
(公財)ひろしま国際センターの運営事務所賃借等経費に助成し，県民の国際化及び外国籍県民
との共生の進展を図る。

 外国人学校への支援 環境県民局

小　　　　　計

　２　人の集まりと定着

 外国青年招致事業 地域政策局
JETプログラムを通じて外国青年を招致し，国際交流員として配置
(英語圏，韓国　各1名)

学校運営事業における経常費補助
学資負担が困難な生徒を対象とした授業料等軽減補助

「学びの変革」牽引プロジェクト 教育委員会
グローバル化する社会を生き抜くために必要となる「知識を活用し，協働して新たな価値を生
み出せるか」を重視した新しい教育モデルを構築し，それを実践するための体制を整備するこ
とで，広島県全体の「学びの変革」を早期に実現

２　広島県の国際関係事業（平成29年度）

 Ⅰ　人づくり

　１　教育

 外国青年語学指導者招致事業 教育委員会
○英語教育の充実を図るため外国青年を招致し，外国語指導助手として県立学校に配置
○高等学校におけるリスニング，スピーキングの指導充実
（ALT　43人）

 私立学校の姉妹校提携及び
 留学支援

環境県民局 姉妹校提携に要する経費や留学に係る生徒渡航費を対象とした経常費補助

 異文化間協働活動推進事業 教育委員会
全ての小・中・高等学校において異文化間協働活動が活発に行われるとともに，高校段階で毎
年1,000人以上の生徒が海外に留学するようになることを目指して必要な教育環境を整備

 ひろしまジュニア国際フォーラム
 開催事業

地域政策局
海外から高校生を招へいし，県内の高校生及び留学生と国際平和についての討議や交流等を通
じて，平和のメッセージを世界に発信するとともに，国際的な相互理解を深め，次代の人材育
成と国際平和拠点性の向上を図る。

 学生交流事業 環境県民局
経費は
県立広島大学
が負担
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(単位：千円)

事　業　名 関係局部 事　業　内　容
予算額

（うち県費）

69,940
(39,668)

15,382
(9,075)

27,299
(27,299)

10,038
(10,038)

64,638
(34,959)

187,297
(121,039)

○重点誘客市場ごとに，旅行の手配や情報の入手方法等の特性に応じた情報発信を実施

【欧米豪】・主に個人旅行者向けに，世界最大級の口コミサイトと連携した情報発信 90,859

【アジア】・主に旅行会社手配による旅行者向けに，宿泊を伴う誘客を促進する
            ため，現地旅行会社等と連携し，広島宿泊商品の造成促進，広告宣伝.

(90,859)

【共　通】・無料Wi-Fiの利用拡大及びWi-Fiアプリを活用した情報発信
　　　　　・海外におけるデータ収集及び情報発信のため，現地旅行情報に精通した
　　　　　　人材の配置・活用

90,859
(90,859)

0
(0)

52,438
(52,438)
341,649

(341,649)

20,291
(20,291)

28,185
(28,185)

12,086
(12,086)

1,061,600
(805,600)

1,470
(1,470)

5,055
(5,055)

2,439
(2,439)

1,229
(1,229)

10,000
(10,000)

地域政策局
10,854

商工労働局
(9,878)

2,130
(2,130)

1,549,426
(1,292,450)

1,827,582
(1,504,348)

小　　　　　計

合　　　　　計

 在外県人会交流事業 地域政策局 在南米広島県人会（ブラジル・アルゼンチン・ペルー・パラグアイ）の活動を支援する。

 在外県人会後継者育成支援事業 地域政策局 在外県人会の基盤の維持・強化を図るため，県人会の次世代の担い手を育成する。

 韓国・四川省交流事業 地域政策局 訪問団の派遣受入，広島県日中親善協会，広島県日韓親善協会への支援等

 四川省青少年交流事業 地域政策局
本県と四川省の高校生を相互に派遣し，学校訪問やホームステイ等による交流により，相互の
理解と友情を深め，将来に向けた交流人材の育成を図る。

 広島県・ハワイ州友好提携20周年
 記念事業

 接遇・渉外事務 地域政策局 本県を訪問する外国人賓客に対する接遇及び渉外知事会等

本県とグアナファト州との友好提携から３周年となることから，県民の間に友好交流の機運を
醸成し，さらなる交流促進を図るため，関係機関・団体と連携・協力して，記念事業を実施す
る。引き続き，両県州の次代の交流を担う青少年の相互派遣等を行い，交流の促進を図る。

地域政策局
広島県とハワイ州の友好提携締結20周年を記念して，記念式典等を行うとともに，今後の両県
州の一層の交流促進を図るため，教育や，経済などの交流分野の拡大につながる行事を，広島
及びハワイにおいて実施する。

 グアナファト州交流事業

小　　　　　計

　３　交流・連携基盤

 国際関係機関誘致支援事業 地域政策局 中国総領事館等の国際関係機関の誘致活動及び既存の国際関係機関の活動支援

 ポートセールス強化事業 土木建築局 国際定期航路網の拡充，集荷活動の推進

 広島港荷捌施設整備費 土木建築局 広島港における外貿貨物取扱いのための埠頭用地の整備等

 広島空港拠点性強化事業 土木建築局

①中四国地方他県からの需要取り込みに向けた，セミナーや団体バス助成
②エアポートセールスの実施
③広島空港発着チャーター便の運航に対する支援
④広島空港を利用した旅行商品を造成する旅行会社への助成
⑤空港アクセス改善（白市ルートの凍結防止剤散布装置等）
⑥空港周辺地域の生活環境や地域環境の整備（補正）

 新規国際定期路線誘致事業 土木建築局
広島空港発着の国際定期路線を開設する航空会社に対し，立ち上り支援として，運航経費の一
部を助成（当初：エアソウル　補正：シルクエア―）

 環境浄化産業クラスター形成事業 商工労働局
県内環境関連企業の東南アジアや中国での事業展開を促進するため，企業間の連携や海外展示
会の出展への支援などを行う。

小　　　　　計

　２　観光

 観光地ひろしま推進事業 商工労働局

 国際経済交流推進事業 商工労働局
(公財)ひろしま産業振興機構国際ビジネス支援センター運営事業，日本貿易振興機構広島貿易
情報センターの運営助成等

 広島県ものづくりグローバル人材
 育成事業

商工労働局
○産学官が連携して，アジアをはじめとする理工学生を受入れ，ものづくり企業のノウハウを
活かしたカリキュラムによる人材育成を実施。

　１　産業イノベーション

 海外ビジネス展開支援事業 商工労働局
ビジネスチャンスがあると見込まれる地域・業種において，販路拡大・ビジネスマッチングの
支援や調査活動等を通じて，企業の海外展開を支援する。

 ひろしまブランド推進事業
(日本酒のブランド価値向上の取組)

商工労働局 広島の日本酒の国内外での認知・評価を高め，販路拡大につなげることを目指す。

 Ⅱ　新たな経済成長
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(単位：千円)

事　業　名 関係局部 事　業　内　容
予算額

（うち県費）

21,809
(0)

19,000
(19,000)

15,978
(12,913)

0
(0)

0
(0)

249,035
(0)

305,822
(31,913)

41,296
(796)

41,296
(796)

167,924
(166,282)

107,172
(107,172)

59,778
(59,778)

15,690
(4,406)

地域政策局

・カンボジアにおける持続可能な社会を構築するための教育改善プロジェクト（ひろしま平和
貢献ネットワーク協議会)
・フィリピン・ミンダナオのバンサモロ自治政府人材育成事業（広島大学）
・平和のための教育

商工労働局

・南東欧地域「中小企業振興政策(C)」
・中南米地域「中小企業振興政策(D)」
・その他「官民連携による地域観光マーケティング」
・草の根技術協力事業「インドネシアボゴール市：一般廃棄物処理改善事業」

教育委員会

・JICA課題別研修「教育政策策定及び効果の分析に係る能力開発」
・カンボジア復興支援プロジェクト
・JICA研修 アフリカ地域（英語圏）INSET運営管理，アフリカ地域　教師教育（基礎教育分
野）（仏語圏）

 教員海外派遣事業 教育委員会 青年海外協力隊派遣　 1名 （定数措置）

 環境国際協力推進事業 2,128

（四川省環境保護合作事業） (2,128)

352,692
(339,766)

393,988
(340,562)

2,829,433
(2,114,476)

合　　　　　計

総　　　　　計

 独立行政法人国際協力機構
 (JICA)との連携

JICAが実施するグループ型研修の実施機関等として積極的に協力

経費はJICA負担

環境県民局 四川省との協定に基づく研修員の受入，技術協力員の派遣等

小　　　　　計

 放射線被曝者医療国際協力
 推進事業（HICARE)

健康福祉局
広島が蓄積している原爆被爆者治療の実績と放射線障害に関する調査研究の成果を活かし，国
内外の被ばく地支援を行う放射線被曝者医療国際協力推進協議会（HICARE）の活動を支援する
とともに，国際原子力機関（IAEA）とのネットワークを確立し，一層の国際協力を推進する。

 国連訓練調査研究所（UNITAR）
 広島事務所支援事業

地域政策局
平成15年7月に開設したユニタール広島事務所の活動を支援することにより，広島が有する世界
的な知名度やノウハウを活用し，人材育成を通じた国際平和への貢献を推進する。

 国際平和拠点ひろしま構想
 推進事業

地域政策局

非政府レベルでの多国間核軍縮協議の広島開催のほか，各国の核軍縮・核不拡散の取組状況の
評価などを行う。また，「グローバル未来塾inひろしま」の実施や「2016国際平和のための世
界経済人会議」の開催，平和のための人材育成に活かすため，広島市と協力して，広島の復興
のプロセスを調査・研究・発信するなど，「国際平和拠点ひろしま構想」の推進を図る。

 美術館生涯学習活動費 環境県民局 海外芸術・文化に触れる機会として，県立美術館特別展を開催する。

小　　　　　計

　２　平和貢献

①国際人材の養成，県民の国際化支援
  日本語高等研修，海外日本語教師養成研修，海外大学日本語・日本文化体験等
②施設管理等
　広島国際協力センターの管理運営

地域政策局 広島国際協力センター事業

 国際犯罪対策の推進 警察本部
・国際犯罪組織及びそれらを支援する犯罪インフラの実態解明及び取締り強化
・国際的な捜査協力の推進
・不法滞在及び不法就労防止のための啓発活動の推進

合　　　　　計

 Ⅳ　豊かな地域づくり

　１　魅力ある地域環境

 国際化に対応した道路標識
 整備事業

土木建築局

 減らそう犯罪推進事業 警察本部

 外国人集住地域総合対策の推進 警察本部

安全・安心なまちづくり
・意識づくり～県民の犯罪抵抗力の向上～
・地域づくり～地域の犯罪抑止力の向上～
・環境づくり～生活環境の犯罪予防力の向上～

・外国人集住地域への犯罪組織等による浸透の防止
・定住外国人に係る現在又は将来における犯罪誘因の除去

道路標識整備
（道路の案内標識にローマ字を併記）

 在外被爆者支援事業 健康福祉局

在外被爆者への被爆者健康手帳の交付を進めるとともに，渡日治療の受入，健診団の派遣，現
地健康診断の実施，韓国を除く国と地域に居住する被爆者の医療費又は保険料（南米7か国の
み）の助成及び被爆者援護法に基づく医療費の支給等を行い，被爆に伴う健康上の不安を抱え
る在外被爆者に対する援護施策の充実を図る。

 Ⅲ　安心な暮らしづくり

　１　医療介護，福祉，防災・減災，治安

 多文化共生の地域づくり支援事業 地域政策局
多文化共生連絡協議会の開催，行政情報等の多言語化，外国人相談窓口の運営，市町担当職
員・相談員等を対象とする研修の実施等
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